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地球環境と地熱資源

一地熱は地球環境問題に応えることカミできるか一

宮崎芳徳1)

且.はじめに

今年六月にブラジルで開催された地球サミット

(r環境と開発に関する国連会議｣)での地球温暖化防

止条約(r気候変動に関する枠組み条約｣)に端を発し

て,我六の身の回りは環境問題･エコロジィｰで埋

め尽くされている.

特に化石燃料の使用による二酸化炭素発生量の増

加に伴う｢地球温暖化問題｣では,省エネルギｰと

共に再生可能自然エネルギｰの利用拡大の声がその

対策として高まりつつある.地熱エネルギｰは,太

陽光/熱,風力,波力,潮汐力,バイオマス,海洋

温度差などと並んで,将来の石油代替エネルギｰと

たりえるかも知れないソフトエネルギｰである.

振り返ってみれば,1973年に発したr石油危機｣

を契機に発足した石油代替エネルギｰ開発プロジェ

クト｢サソツヤイソ計画｣の一環として,我が国の

地熱エネルギｰ開発利用促進は,すでに着手されい

くつかでは着々と成果を出しつつある.この時の目

的は,どちらかというと輸入石油の中近東依存度を

抑え,エネルギｰセキュリティｰを確保するのが目

的であった.現在の地球環境問題はこの時の｢石油

危機｣とは本質的に異たり,全く別の側面から地熱

エネルギｰの価値が見直されているのである.

グロｰバルた問題とたってしまったr環境問題｣

に対して,我が国の地熱エネルギｰはあるいは地球

上の地熱エネルギｰはどれほど応えることができる

のであろうか.地熱資源量,二酸化炭素排出,立

地,経済性,多目的利用,自然破壊,などの点につ

いて地熱資源を再評価する時期に来ているのではな

いだろうか.また,今まで推進してきたサンシャイ

ン計画の一環としての,石油代替のための大観模発

電エネルギｰとしての地熱開発という取り組み方,､

スタンスには改める必要はないのであろうか.地球

環境という視点にたった場合の現状における開発

･調査体制,税制,法制度などの問題についても

考えてみて,21世紀へ向げての地熱開発促進への

課題について検討することも重要であろう.

雲｡環境問題

地球環境問題は,温暖化,酸性雨,オゾン層の破

壊,熱帯林の減少,有害廃棄物の越境移動,海洋汚

染,野生生物種の減少など問題は多岐にわたってい

る.特に温室効果ガスの二酸化炭素は地球温暖化に

寄与する割合は5割を越え,化石燃料の燃焼によ

る二酸化炭素の排出は人間活動を維持･向上させて

いくうえでは不可避であることから,大きな問題と

なっている.二酸化炭素の排出状況では,我が国は

世界の約4%を占めており,絶対量では5番目で

ある.

政府が昨年定めた地球温暖化防止行動計画では,

2000年以降の一人あたりの二酸化炭素排出量を

1990年水準で安定化させることを目標としている.

しかしながら今年4月に電力各社がまとめた施設

計画では,電力需要増や原子力発電所の立地難か

･電力需要増

･原子力発電所の立地難

C02排出璽の多い

石炭火力の比重増加吟C02排出蔓の増加

金

軍

職離繍霧鑑雛緯安敏

第1図今後10年間の電力施設計画ではC02は増加

1)地質調査所国際協力室
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ら,二酸化炭素排出量の最も多い石炭火力の比重が

高まることが要因で,向こう十年間で2000年度に

は1990年度水準から比べて二酸化炭素排出量が

24%も増加する見通しとなっている(第1図).こ

れは石炭火力を現在の3倍までに増やすことによ

り,2000年度に二酸化炭素排出量が計1億500万ト

ン(炭素換算)に達し,90年度実績の8500万トンの

24%増に達する計算からである.通商産業省とし

ては,国際的に公約したこの行動計画の達成のため

に,二酸化炭素抑制のため新エネルギｰの開発継

続,コシ手ネレｰション(熱電併給)システムの導入

だとの省エネ対策の強化たどに取り組む方針であ
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る.我が国の場合,電力業界が排出する二酸化炭素

は国内排出量の27%を占め,一つの産業としては

最大である.

一般に石油･石炭等の発電設備の環境に及ぼす影

響は,排出される全量④イオウ酸化物(酸性雨の原

因)の70%,窒素酸化物(地上の光化学スモッグの

原因)の33%,温室効果に関連した温室ガスの20%

といわれている(Moskovitz,1990).地熱発電では,

地下より取り出した蒸気や熱水を利用して発電を行

たうので,炭化水素資源の燃焼とは違って,放出さ

れる二酸化炭素量も単位発電量あたり1-10%ぐら

いである.一般に100万KWの発電所を1年間運

転すると,石炭では約q00万トン,石油では約500

万トン,天然ガスでは約300万トンもの二酸化炭素

を発生する.地熱発電のイオウ排出も数%くらい,

窒素酸化物においてもずっと少ないので,地熱エネ

ノレギｰを利用した発電形態は,SOx,C02,NOx

だとが非常に低レベルであり地球規模の環境問題に

対して大変好ましい.

第2図は,石炭,石油,天然ガス,地熱の各発

電所からのイオウ酸化物,二酸化炭素の排出を示し

たものである.カイザｰは地熱の蒸気発電,ヨソは

地熱のバイナリ型発電である.同じく第3図は,

我カミ国の地熱発電所のkWhあたりの二酸化炭素排

第2図発電所からのイオウ酸化物,二酸化炭素の排出
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我が国の地熱発電所の㎞rhあ

たり二酸化炭素排出量の比較
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実
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画

1990200020102020203020402050206020702080'2090年

･科学的基盤の整備

･省エネ推進…｢世界的な省エネルギｰの推進｣

.フロン削減

･原子力等

･新･

ド

ｰ･第3世代フロン

･植林の効果

｢クリｰノエ界ルギｰの大幅導入｣

｢革新的な環境技術の開発｣

海洋の吸収能力の拡大等

･核融合技術

･宇宙太陽発電

計画の効果が主としてあらわれる時期を示したもの

｢C02吸収源の拡大｣

｢次世代を担う革新的エネルギｰ関連技術の開発｣

第4図｢地球再

生企画｣

の概念(通

産省)

出量を石炭,石油,LNGの火力発電所と比較した

ものである.地熱発電所においていくぶん差はある

ものの,他の火力発電と比べると圧倒的に二酸化炭

素排出量が小さいことがわかる.第4図は,通商

産業省で立案されているr地球再生計画｣の概念を

示したものであるが,省エネルギｰ対策はここ1O

年で実行･達成のテｰマであり,地熱資源を含む新

･再生可能エネルギｰ利用の｢クリｰンエネノレギ

ｰの大幅導入｣は今後20年間のスパンで考え,実

行していくテｰマとして位置づけている.地熱開発

の場合,発電所運開までのリｰドタイムが長いので,

20年間のスバンといえども決してゆとりのあるも

のではなく,計画性のある堅実で着実な開発スケジ

ュｰルが望まれる.その背景として,地熱資源量評

価をはじめとする基礎資料の信頼度がしっかりして

いなくてはならない.

1973年に発した｢石油危機｣を契機に沸き起こ

ったエネノレギｰセキュリティの考えでは,石油代替

のための大規模発電工ネノレギｰとして地熱資源をと

らえていた.しかしながら,近年のr地球環境問題｣

では,地慈資源に対してソフトエネルギｰとしての

側面を重視しつつあり,その意味で地熱資源の再評

価が間われていると考えられる.発電目的のみでな

く,中低温熱水の勲利用まで含めた地熱資源量評

｢石～脆機｣1973年

エネルギｰセキュリティ

≡

≡

≡

帯

｢地球環境問題｣

ソフトェ率ルギｰ

�

眉湖犬替のための大規模発電エネルギｰと

しての地熱開発

･地熱資源鰻

･二醐ヒ炭素排出

･立地

･織斉陛

･多目的利用

･自然破壊

第5図地熱資源の再評価

価,二酸化炭素排出,太陽･風力発電と比べての立

地性,経済性,多目的利用,自然破壊,などの側面

における地熱資源の再評価が重要であろう(第5

図).

3.地熱資源量

地熱エネルギｰは地球に存在する自然の熱を利用

するカミ,広範囲にわたって拡散しているためにそれ

を利用できるのは限られた体積の中にそれが集中し

ている地域しか利用できない.地球全体の深さ10

kmまでの地殻中の勲は約1024BTUと推定され,

これは1975年の世界のエネルギｰ消費量の約400万
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種雰縫識潰藩鑑譲嚢竃約餐｡o万獺

1.米国284万KW

2.フィリピン89万KW

3.メキシコ70万KW

4.イタリア57万KW

5.ニュｰジｰランド28万KW

6.日本27万KW

第6図世界における地熱発電
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第7図世界の地熱開発状況推移(NEDO,1990)

倍に相当する.

世界における地熱発電の合計発電設備容量は,約

600万KW(第6図)であり,多い順に米国284万

KW,フィリピン89万KW,メキシコ70万KW,

イタリア57万KW,ニュｰジｰランド28万KW,

そして日本27万KWと,我が国は世界第6位であ

る(日本地熱調査会,1991).第7図は世界の地熱

開発状況の推移を示しており,着実に地熱発電設備

容量が増え続けていることがわかる.第8図は我

が国の地熱発電所の推移を示すもので,石油危機を

契機に急激に増加しているのがわかる.我が国の電

源構成をみると,1990年度(平成2年度)末で総計

17,507万KW中,地熱は0.1%にしか満たたい.

1990年6月に出された｢総合エネルギｰ調査会｣

1992年8月号

�　

�

㈶��

��

　

��������

年慶

第8図我が国の地熱発電所認可出力の推移(日本地熱調

査会,1991)
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の長期エネルギｰ需給見通しでは西暦2000年で地

熱エネルギｰを100万KW(0.3%'),西暦2010年に

は350万KW(O.9%)まで増産させる開発目標を持

っている(第1表).しかしたがら現時点では,今

世紀までに運開予定の地熱発電所は約27万KWほ

どしか予定されておらず,総計50数万KWにしか

到達せず目標の約半分しか達成しそうにたい(第9

図)1従って,もっと制度面,政策面からの積極的

支援が望まれる.

地質調査所においては,｢全国規模地熱資源評価

の研究｣において,地熱資源の評価を実施している

(宮崎ほか,1986,1p91)･地熱資源量評伸の対象

としたのは熱水対流型資源と呼ばれるもので,この

地熱資源は温度により高温熱水系(>150℃),中温

熱水系(90℃～150℃),低温熱水系(<90℃)の3分

類に区分される.地熱発電(蒸気フラッシュ発電,

バイナリ発電)を主目的とした地熱資源の対象は,

熱水対流型資源のうち高温熱水系のみであり,この

資源量に限っては電気換算の発電量まで算出を行な

い,中温･低温熱水系資源については熱量の算出を

実施した.ここでは容積法を用いて地熱資源量評価

がなされた.この手法は,もっとも有用でオｰソド�
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第1表総合エネルギｰ調査会長期エネルギｰ需給見通し(1990年6月)

年度�1988年度(実績)��2000年度��2010年度�

項目�実数�構成比(%)�実数�構成比(%)�実数�構成比(%)

新エネルギｰ等�620万k1�1.3�1740万k1�2.9�3460万k1�5.2

水力�2030万kW�4.6�2270万kW�3.7�2620万kW�3.7

地熱�40万k1(18万kW)*�O.1�180万k1(100万kW)*�O.3�600万k1(350万kW)*�O.9

原子力�2890万kW�9.0�5050万kW�13.2�7250万kW�16.7

天然ガス�4610万k1�9.6�6500万k1�10.9�8000万k1�12.O

石炭�1億1460万t�18.1�1億4200万t�17.4�1億4200万t�15.5

石油(うちLPG)�2.76億k1(1740万t)�57.3�3.08億k1(2200万t)�51.6�3.06億k1(2300万t)�46.O

合計�4.82億k1�100.O�5.97億k1�100.0�6.66億k1�100.O

省エネ目標�'��6.O%��11.2%�

注)*;電気事業審議会需給部会中間毅告(平成2年6月)による開発目標で･電気事業用のみである･

199227万KW

2000100万KW

20五0350万KW

(総合エネルギｰ調査会長期エネルギｰ需給見通し)

第9図地熱エネルギｰの長期見通し

ックスた評価法とされているもので,異なった地域

や異なった地質条件問の対比ができ(Mu租erand

Cata1di,1978),採取可能総資源量の決定にはもっ

とも良い方法である.この手法のなかにもいろいろ

バリエｰションがあるが,根本的には地熱貯留層の

体積,温度をそれぞれの地熱系に対して推定し,貯

留エネノレギｰを算出するものである一実際例として

は,遣rooketa1.(1979),角(1982),金原ほか

(1984.1985),Macdona1dandMu=田er(1972)など

がある.

3.1世界における地熱資源評価

米国における全土的レベルの最初の地熱資源評価

はWhiteandWi11iams(1975)であり,次の4つの

資源について評価を実施している.(1)広域伝導卓

越型地熱資源,(2)地圧水型地熱資源,(3)火成岩

関与型地熱資源,(4)90℃以上の熱水対流系地熱

資源.この中で,地熱利用および発電を目的とした

現実的な探査･開発対象は4番目の90℃以上の熱

水対流系地熱資源である.Remereta1.(1975)は,

容積法を用いて,高温熱水系(>150℃)資源量と,

中温熱水系(90-150℃)資源量を算出している.こ

こで貯留層の上面深度は,坑井デｰタから推測もし

くは1.5kmとし,下面深度は3kmと仮定,貯留

層面積は地質デｰタ,地球物理学的デｰタ,坑井デ

ｰタより推測,貯留層温度は坑井による検層デｰタ

および地化学温度計を用いて推測している.回収率

25%を採用し,最終的に米国における高温熱水系

の資源量を1520×1018J,これより可能な発電量を

153,000MWe×30年と評価した.中温無水系の資

源量については,1450×1018Jなる評価結果を得

た.

この1975年評価結果を引き継いで,デｰタ見直

しと精級化を計ったものがMu個er(1979)である.

熱水対流系資源の評価(Brooketa1.,1979)には,温

度･体積･熟エネノレギｰの記述に統計的手法を付加

して最終的た資源量を確率論的に表現している.な

お熱水系資源の発電効率には0.4を採用している.

トｰタルの熱水対流系資源量2400×1018J,これよ

り可能な発電量を95,000-150,O00MWe×30年なる

評価結果を算出した.これらの値は,1975年評価

値より20%程下方修正されている.なお,全米に

おける215カ所の確認されている地熱資源に対する

地質ニュｰス456号�
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評価では,150℃以上の高温熱水系資源については,

23,000土3400Mwe･30年の発電量,90-15ぴCの中

温熱水系の熱エネルギｰは,42±13×10ユ8Jという

結果を報告している.発電に関して言えば,1960

万kw～2640万kw相当の評価結果ということにな

る.

イタリアにおいても,容積法を用いて資源量評価

が行なわれている(Cata1dieta1.,1978).イタリア

中部の面積8661km2のエリアを地質･勲構造の均

質と思われる31ゾｰンに分割L,さらに各ゾｰン

を上部不透水層,貯留層,下部基盤層の3層に細

分,最終的に93ブロックについて勲エネルギｰを

算出した.その結果,温度130℃以上の地熱資源量

として53x1018J,これより可能た発電量として

4500Mwe･30年,130℃以下の多目的利用地熱資源

として93×1018Jたる評価結果を得た.

ニュｰジｰランドにおいては,容積法ではない

が,地熱地域面積法によって主要な地無地域の資源

量が算出されている(Dona1dsonandGrant,1978).

ニュｰジｰランドで地熱貯留層が確認されているワ

イラケイ(最高温度260℃)とブロｰドランド(最高

温度300℃)においては,各表単位面積あたりの発

電量として,13-14Mwe/km2,10-11Mwe/k1皿2

が見込まれる.比抵抗デｰタを主に活用して総面積

を算出し,坑井や地化学温度計等より地下温度を推

測して発電可能量を評価している.その結果,ニュ

ｰジｰランド北島の13カ所の地熱地帯の資源量と

して,1100→500Mweの発電が可能という評価を

報告している.

3.2我が国の地熱資源量評価

容積法による地熱資源評価では,まず貯留層勲エ

ネノレギｰρ7を算出する(小川,1985.1986).

1い

破一μ/二L/･(〃一刀紬ゐ

轟誰誰驚岬

簸譲籔灘凝議籔岬

第10図容積法による地熱資源量評価の概念図

Ther触a1亘nergy

at血esurfaceAvai1ab1eW◎rk

騒→騒ぷ㌘

Geouユerrαa1Energy

楮�敲�敲癯楲

ここで,

ρ■:貯留層エネノレギｰ(∫)

ρ6:(岩石十水)の容積比熱

岩石容積比熱2.5J/cm3/℃,貯留層孔隙率

15%仮定して2.7J/cm3/℃

T(仏ツ,2)j貯留層内の点(払人2)における温度

(℃)

乃グ基準温度

8:面積(見ツ)

1992年8月号

第11図容積法アルゴリズムのフロｰ図

Zパ重力基盤深度

〃:温度150℃に対応する貯留層深度

第10図,第11図は,本研究で採用した容積法に

よる地熱資源量評価の概念図を示したものである.

地熱貯留層は,乃(重力基盤深度)とZグ(温度150℃

に対応する貯留層深度)によって深度方向に限定さ

れ,その貯留層内温度は下部のZo(キュリｰ等温

面深度)によって求められる.熱水からフラッシン

グによって蒸気を得て発電を行たうためには,熱水

温度は少なくとも150℃以上であることが必要であ

り,経済性を考慮にいれるならば200℃以上である

ことが望ましい.本研究では高温熱水系(>150℃)

の定義にしたがい,地熱貯留層の上限は温度150℃

に対応する深度とした.地熱貯留層内に蓄えられた

然エネノレギｰψが算出されると,次に地熱エネノレ

ギｰの回収率Rgを乗じて坑口での回収地熱エネノレ

ギｰQwhを計算する.

Qwh=Rg･Qr

Rgは,物理的および技術的制約により,すべて

の熱エネルギｰの回収は不可能であり,Brooket�



一24一

宮崎芳徳

a1.(1979)の容積法は,熱水卓越型の場合,25%を

採用している.この値は,スイｰププロセス回収

(50%)の現実的な値としてとらえることもできる

し,また,立場を変えて貯留層存在確率X貯留層発

見確率×貯留層エネルギｰ回収率と見てもよいかも

しれない.本研究では,アメリカ地質調査所と同じ

く回収率25%を使用した.なお,この25%には,

貯留層内熱水を地上の坑口まで運ぶ際に生ずるわず

かなエネノレギｰ損失(数%以下)も含んでいる.

坑口まで運ばれた地熱エネルギｰは,その一部を

機械的エネルギｰ(仕事)に変換して,電気エネルギ

ｰを起こす.その際,熱力学的な制約より,機械的

仕事量(Wa)と呼ほれる最大仕事量が定義される.

Wa=｣H-T■S

基準温度としては,アメリカ地質調査所と同じく

大気温度の15℃を採用した.基準の温度としては,

この他,コンデンサｰ温度(八丁原発電所43.5℃,

大沼発電所43.4℃,森発電所54.6℃だと)を採用す

る現実的方法もあるが各プラント毎に異たるたど問

題も残るので,ここでは15℃を基準値とした.

有効利用熱量であるWa(機械的仕事量)が求ま

ると,実際のエネルギｰ変換サイクル(地熱発電所)

の発電効率ηuを乗じて電気エネルギｰEが算出さ

れる.発電効率は,流体温度,発電サイクノレの種類

(最適シングルフラッシュ,2段フラッシュなど)に

よって異なるが,熱水型システムでは,ηu=O.4カミ

代表値として選ばれるので,本研究でもこれに準拠

した.最終的た発電量(万kW)は,30年間発電を行

なうものとして算出した.貯留層勲エネルギｰ

(Qr)から,電力変換可能な高温熱水系資源の電気

エネルギｰ(E)は次式により求めることができる.

E=Wa･ηu

Wa:機械的仕事量

ηu:発電効率(熱水卓越型O.4～蒸気卓越型0.5と

する)

ここで

Wa=■H-T■S

:mwH[hw百一ho-To(SwH-So)]

ただし,

H:エゾタノレビｰ

S:エントロピｰ

T:温度(π)

mWH:井戸元で生産される流体量

hwH:井戸元での単位流体量あたりのニソタノレピ

ho:最終状態(15℃)での単位流体量あたりのエン

タルピｰ(蒸気表より求める)

So:最終状態(15℃)での単位流体量あたりのエン

トロピｰ(蒸気表より求める)

S冊:井戸元での単位流体量あたりのエントロピ

ｰ(hw巨に相当する値を用いて蒸気表より

求める)

容積法による地熱資源量評価には重力デｰタ(写

真2),キュリｰ等温面深度を使用しているが,重

力デｰタは全日本をカバｰしておらず,そのカバレ

ｰジが限定されるため,全目本を,第12図に示す

ような15ブロックに分割して評価を行たった･資

源量評価結果のまとめたものを,第2表,第3表

に示す.この表においては,先に述べた評価基準を

満足するような対象エリアの評価対象面積(km2),

その陸地面積に対する百分率(%),重力基盤深度ま

での厚みを考慮して算出した貯留層体積(㎞3),貯

留層の総ニネルギｰ(Qrに対応),有効総然量(Wa

に対応),そして発電量(万kW･30年)を各ブロック

ごとにまとめて表している.

九州南部

九州北部

｡/

第12図熱水対流資源量算出のための15ブロックの分割

エリア

地質ニュｰス456号�
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写真1標高地形を北から照射させて作成した陰影画像

写真2ブｰゲｰ重力異常

15個のブロックについて,発電量を足しあわ世

ると,総計2054万kWを得る.第13図は,15ブロ

ックの熱水対流型資源量を各ブロック別に棒グラフ

で表したものである.東北北部が発電量481万kW

と最も高い地熱資源量アセスメント値を示してい

る.第14図は,評価対象となり得た9ブロックに

ついて,各資源量の大きさに応じてブロック別表示

を行なったものである.東北地方(北部･中部･南

部)全域では35.1%,北海道(道東･道西)37%,関

東･甲信11.5%,九州(北部･南部)は15.2%を,我

が国全体の資源量に対して占めていることがわか

1992年8月号

写真3ブｰゲｰ重力異常と標高陰影画像とを重合させて

作成した画像

る.

中温熱水系(90℃～150℃)と,低温熱水系

(42℃～90℃)の場合には,直接利用が土とたる.

前述した容積法による手法で,可採深度を3㎞ま

でとした場合の,地下に賦存する低温･中温熱水資

源量を算出した.有効勲エネノレギｰまでの評価方法

は,USGS基準(Brooketa1.,1979)に準拠し,空隙

率は15%,熱水化勲は4.2J/全k,基準の温度は15℃

とした.ただし,体積盆中の化石熱水というとらえ

方により,熱量の算出に当たっては,岩石の熱量は

除外し,取り出せる葱水の熱量のみを評価対象とし

た.その結果,第4表に示すとおり,中温熱水系

(90℃～150℃)地熱資源の貯留層勲エネノレギｰは,

約800×1018J,有効勲エネルギｰは48×1018Jなる

資源量を算出した.低温熱水系(42℃～90℃)地熱

資源は,貯留層熱エネルギｰが1370x1018J,その

有効熱エネルギｰが82x1O亘8Jという評価を得た(第

5表).共に有効熱エネルギｰは,地下の貯留層熱

エネルギｰ量の約6%位に相当する.

前述の高温熱水系(>150℃)地熱資源量の評価値,

2054万kWは,重力基盤深度をもとに貯留層の広

がりと深さを観定して評価したものである.このう

ち,温度200℃以上の主に蒸気発電を対象とする資

源量が582万kW,温度150℃～20ぴCの主にバイナ

リｰ発電に適する資源量が1472万kWである.

近年,深部地熱坑井の掘削が進み,様々たケｰス�
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第2表高温熱水対流型資源童(>五5ぴC)評価結果

ブロックブロック陸地面積評価対象

番号名称(k㎜2)面積

(㎞2)

対象エリア

��

鰯踊肇有効総熱量発電量

(㎞3)(1018J)(1018J)(万kW･30年)

�

�

㌀

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

九州南都

九州北都

山陰

紀伊

濃尾

北陸

東海

関東･甲信

東北南都

東北中部

東北北都

道西

道央

道北

道東

��

�㈲　

�㌲

㈹�
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㈸��
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第3表我が国の熱水対流型資源童の概算

ブ回ツクブロック

番号名称

資源量

NW･30年

主な地域名

�

�

㌀

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

九州南都

九州北部

山

紀

濃

北

東

関東

陰

伊

尾

陸

海

甲信

東北南部

東北中部

東北北部

道西

道央

道北

道東

�　

㈴�

㈵　

　

　

　

　

㈳�

�〰

��

��

㌳㈰

　

　

��

阿多･姶良･霧島･藺牟田･薩南

豊肥･雲仙

大山

草津白根･浅間･目先･八ヶ岳･赤城･榛名

磐梯･吾妻･安達太良･那須

鳥海･月山･肘折･栗駒･船形･蔵王

八甲田･十和田･七時雨･八幡平･焼山･岩木山

駒ヶ岳･濁川･八雲･登別･いぶり･雷電ニセコ

斜里･摩周･屈斜路･阿寒･喜登牛

合計20540

ヒストリが増えてきており,地下深部の地熱貯留層

形態のモデノレも塗り替えられようとしている.その

中で,注目すべきことは,先第三紀基盤内に達して

も,優勢な地熱流体の存在の確認を見たことであ

る.この事実は,従来型のホｰラス型地熱貯留層に

替わって,フラクチャ型深部地熱貯留層のスタディ

を加速させて行かねばたらたい事を示唆している.

試みに,深部地熱系の資源量の概算を把握するため

に,容積法により重力基盤深度以深の基盤岩石の基

盤内1kmの岩石熱量を回収率25%を採用して計算

してみた.基盤1kmの岩石熱までを考慮すると,

浅都地熱系2054万kWの資源量を含んで,6396万

kWなる資源量を算出した.これは,浅都地熱系

2054万kW,深部地熱系4342万kWということに

地質ニュｰス456号�
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九州南部

九州北部

山陰

紀伊

濃尾

北陸

東海

関東･甲信

東北筒部

東北中部

東北北部

道西

道央

道北

道東

5日

ユ8日

�

万㈹･3日年

一582日825838835848日里5日588

駿資1麗

第4表

我が国の中温熱水系地熱資源量の概算(温度

90-15ぴC)

ブロック

番号

第13図我が国熱水対流型資源量の概算

道東

九州南部

㌮㌥

鹿

48ユ

道西

九州北部

船

%山陰

関東･甲信

ブロック

名称

貯留層総エネルギｰ量

����

�

�

㌀

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

九州南部

九州北部

山陰

紀伊

濃尾

北陸

東海

関東･甲信

東北南都

東北中部

東北北都

道西

道央

道北

道東

㈳�

��

��

�　

��

��

�　

㈰��

���

��

���

��

㌮�

��

���

合計

���

.8%東北南部

─

東北中部

東北北部

第14図我が国熱水対流型資源量のブロック別表示

なり,深部地熱資源は,浅部地熱系の約2倍強の

資源量が見込まれるということを示している.

以上の地熱資源量の結果をまとめると,第15図

のようになる.現実の地熱発電規模と資源評価量と

の大き恋乖離には,様々な要因,問題が考えられ,

たとえば地熱発電のための経済コスト,技術的ネッ

ク,制度の問題,開発リスクなど様カであろう.こ

れらの諸問題が解決し,場が整った時には,我が国

の地熱エネルギｰ開発も欠きた進展が望めるものと

期待される.

第5表我が国の低温熱水系地熱資源塁の概算(温度

42-9ぴC)

ブロック

番号

ブロック

名称

貯留層総エネルギｰ量

����

�

�

㌀

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

九州南部

九州北都

山陰

紀伊

濃尾

北陸

東海

関東･甲信

東北南都

東北中都

東北北都

道西

道央

道北

道東

㌹�

��　

��

��

��

㌴�

㈰�

㌳��

���

��

��　

���

㈱�

㈰�

���

合計

1369･8

4｡環境問題を考えたときの地熱開発

現在の地球環境問題を想定したとき,化石燃料と

異たり地熱資源の有効性,クリｰン性は述べるまで

もたいが,その開発を妨げている要因について考え

てみたい.まずその経済性であり,地熱発電の発電

原価が13-16円/kwhと石油火力の約11円/kWhよ

1992年8月号

り若干高いレベルにある(第16図).ちたみに,水

力13円/kWh,燃料電池35-46円/kWh,.太陽光71

円/kWhといわれている.亘ubbard､(1991)によれ

ば,石油をはじめ他のエネルギｰ号ス.､は必ずしも

実勢コストを反映しておらず,一波の試算ではペルシ�
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載鯛国､･昌…

高温熱水対流型地熱資源(150℃以上)2000万KW

基盤の岩石熱まで考慮6400万KW

中温熱水系地熱資源(90-150℃)

低温熱水系地熱資源(42-9ぴC)

第15図我が国の地熱資源量
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ア湾の石油を守るための軍事費を少なく見積って考

慮しても23.5ドルもコストが上昇するとしている.

将来,仮に環境税,炭素税たるものが導入され,二

酸化炭素の排出源である石油,石炭などに課税され

た場合,地熱などの環境エネルギｰの利用拡大が経

済性の面からも推進されるかもしれない.

米国のPURPA法(Pub1icUti1ityRegu1atoryPo1i-

ciesAgt)など1幸,小観模発電･コジェネレｰショ

ン･省エネ･再生可能エネノレギｰ利用を推進し,大

きな成果を制度面より上げている.第17図は,米

国における地熱発電容量の推移を示したものである

が,PURPA法がどれほど貢献しているかを如実に

示してい'る.もちろん,このPURPA法の効果は

評価せねぽたらないが,r安定で質の高い電力の供

給｣という側面をも含めた総合的な検討も必要かも

知れたい(第18図).

イギリスの物理学者エモリｰ･ロビンズにより

1976年に提唱された｢ソフトユネノレギｰパス｣の

地熱エネルギｰの経済性

地熱13-16円/kwh､

水力13円/k曲

石油火力11円/kwh

LNG火力10円/kwh

燃料電池35-46円/kwh

太陽光71円/kwh

考えは,エネルギｰ需要の質と量を検討し,その最

終用途での利用効率を高めるようだエネルギｰ供給

体型を目指している(第19図).地熱･太陽･風力

などの自然エネルギｰを基軸とする小規模分散型エ

ネルギｰシスナムヘのアプロｰチが｢ソフトエネノレ

ギｰバス｣であり,また環境に対しても穏やかであ

る.今後は,大規模発電を目指すのみでたく,中小

地熱発電(NED0ですでに実施･研究中)や地熱の

排熱水を利用した熱水総合利用等の推進を図ってい

く必要があろう(第20図).ζのためのインフラ整

備も法律･手続き面で必要で(第21図),温泉法･

自然公園法･国有林野法等の再評価,電源開発調整

審議会等の手続きの見直しなど,時代に即した環境

政策･エネルギｰ政策があってしかるべきであろ

う.また自然エネルギｰ利用促進を加速させるよう

な,税制･補助金･財政投融資等のソフトエネルギ

ｰに対する財政的優遇支援も考えていく必要があろ

う.

我が国の場合,地熱有望地域の半分以上は自然公

園内に含まれており,どうしても開発と自然環境保

�住　

㌮�　

�住　

㈮�　

㈬住　

��　

�〰　
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第17図米国における地熱発電容量の推移(DOE,1991)

PuRPA言去(PuhIicUtiIityRe馴1atoryPoliciesAct)

小規模発電･再生可能エネルギｰ･コジェネレｰション

省エネを推進し､大きな成果を制度面より上げている芭

彼に環境税､炭素税カ導入され､C02の排出源である

石炭･石油などに課税された場合､地熱エネルギｰの

利用拡大が推進､加速される｡

第16図地熱エネルギｰの経済性

安定で質の高い電力の供給

第18図PURPA法

地質ニュｰス456号�
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｢ソフトエネルギｰパス｣

(エモリｰ･ロビンズ､1976)

エネルギｰ需要の質と量を検討し､

その最終用途での利用効率を高める

ようなエネルギｰ供給体型

第19図ソフトエネルギｰパス

地熱･太陽･風力などの自然エネルギｰを

基軸とする小規模分散型エネルギｰシスナム

ヘのアプロｰチ

甲へ

中小地熱発電

(H亘D0ですでに実施･伍形沖)

地熱の彰鱒味を利用した

熱フ憾愚舎利用
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金との調整が不可欠である.また,地熱開発におげ･

る開発側の技術開発,テクノロジｰ追及の努力も決

して疎かにしてはいげないことは言うまでもたいこ

とである(第22図).

地球環境問題というグロｰバノレな視点に立った場

合,我が国の国内のみにおげる地熱開発促進という

近視眼にたらずに,世界の発展途上国でのクリｰン

た地慈エネルギｰ推進を積極的に援助していく姿勢

も非常に重要である.第23図は,発展途上国の地

熱調査の一覧を示したものであるが,非常に多くの

地熱開発可能性地域が全世界に広がっていることが

わかる.21世紀に向けてエネルギｰ消費が必ずや

増加し,人口増大が予想されるこれら発展途上国に

おいてこそ,そのソフトエネルギｰ開発への貢献は

ゆくゆくは地球規模の環境間題解決の糸口となるは

ずである.

第20図将来の地熱エネルギｰの方向

醐犬に即した環境政策･エネルギｰ政策

齢鞠圃鵬棚機

･温泉法

･自然公園法

･国有林野法等の再評価

･電源開発調整審議会等の手続きの見直し

白1然里幕ル雫目利隔鰯墾輔[躍

･税制

･補助金

･財政融資などの再評価

第21図地熱開発促進のための方策

課題

地熱開発と自然環境保全との調整

我が国の場合､地熱有望地域の半分以上は

自然公園内に含まれる｡

地熱開発側の技術開発への努力

発展途上国での地熱エネルギｰ推進

グロｰバルな視野･人口増大

第22図地熱開発における主た課題
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